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長期地質変動シミュレーションの研究

1. はじめに

　わが国の高レベル放射性廃棄物の地層処分概念
は、「安定な地質環境に、性能に余裕を持たせた
人工バリアを含む多重バリアシステムを構築する
（核燃料サイクル開発機構：以下 JNC, 1999）」も
のと定義されており、各種の天然現象に対して長
期的に安定な地下深部環境（岩盤、地下水、熱等
の特性）が求められている。しかし、同時に「わ
が国が地質学的な変動帯（地震、火山、隆起・侵
食活動が盛んな地帯）に位置している（ JNC,

1999）」ことも事実であり、処分場の選定や設計
に求められる地質環境の長期安定性に対して、実
際の地質変動の合理的な調査・評価が、技術的観
点から求められている。
　こうした地層処分における地質の長期安定性評
価に対する技術的要請が明確化される一方で、社
会的には GPS(Global Positioning System)観測網の整
備・活用が進み、短期的な地質変動（地震）に対
する土木構造物の耐震性基準が見直されるなど、
地盤や地質の安定性の定量的評価への取り組みが
なされてきている。地層処分を含む放射性廃棄物
処分事業を円滑に推進するためには、国民の関心
が高い地質の変動と安定性に関する定量的評価・

明示（手法の確立を含めて）の重要性は益々高ま
っている。
　（財）原子力環境整備センターでは、通産省の
委託により平成 3年度～11年度までの 9カ年にわ
たって、1 万年間の『長期地質変動シミュレーシ
ョンの研究』（（財）原子力環境整備センター：
以下 RWMC、1997,1999-1,1999-2）を実施し、前
記の定量的評価・表示に取り組んできた。本稿は、
同研究の実施内容・基本的な考え方・成果・課題
の概要を、取りまとめたものである。

2. 目　的

　本研究は、「地下に建設される放射性廃棄物処
分場周辺の地質が、①長期にわたって力学的に安
定しているかどうかを評価するツールを整備し、
②視覚的に分かりやすく表示する。」ことを目的
とした。ここで、①に対して「1 万年間の地質変
動シミュレーション」を、また②に対しては「シ
ミュレーションモデル等の CG 化（コンピュー
タ・グラフィクス）」を用いて目的を達成しよう
としたものである。
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3. 実施体制

　実施体制は、前記①に対して地質の専門家（理
学分野）と岩盤シミュレーションの専門家（工学
分野）、②に対して情報処理の専門家（工学分野）
があたり、3 分野の専門家が有機的に連係して、
現段階でなし得る定量的な評価・表示を目指して
作業を進めてきた（図-1）。

4. 実施フロー及び実施工程

(1) 実施フロー
　本研究では、地質の専門家が事例地域の地質
データを整理して、岩盤シミュレーション及び

情報処理の専門家の解析・処理に提供し、パラ
メータスタディによってモデル形状・境界条
件・物性値にフィードバックして、シミュレー
ション結果・評価の最適化を図ってきた（図-2）。
作業過程で得られた解析・評価手順の知見や成
果は、「理学と工学の連携」の好例と考えるも
のである。

(2) 実施工程
　本研究の実施工程を表-1 に示す。9カ年の検
討の中で、中間年にあたる平成 7年度には全体
計画見直しとともに中間報告会を開催し
（RWMC,1997）、以降はパラメータスタディに
よりモデル精度の向上とシミュレーション結果

岩盤シミュレーションの専門家

地質の専門家 情報処理の専門家

工学理学

●地質データ・評価
時間・空間スケール
の共有化、シミュレ
ーション実施（感度
解析・検証）

●シミュレーション
モデル作成の支援、
結果表示及び加工

●複雑・不定形地質
境界面の画像化、地
質データ複合表示、
データベース化

図-1　長期地質変動シミュレーション研究の実施体制と分野間の共同作業項目

ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝ・ｺｰﾄﾞ

事例地域選定

列島スケール 広域スケール 中域スケール 近傍スケール(予備的検討)

解析・評価手法 CG画像化ｼｽﾃﾑ

長期地質変動シミュレーション

《フィー ドバック》

《フィー ドバック》

モデル化(幾何学形状･境界条件･物性値)
FEM解析コード
CG画像化コード

列島～中域スケールでは、

境界条件を受け渡し、各ス

ケールに見合う検証パラメ

ータ(変位量)と比較・検証。

既存データ

検証・評価

検
証
パ
ラ
メ
ー
タ

図-2　長期地質変動シミュレーション研究の実施フロー（最下段の 3つが最終成果）
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の評価／検証及び PA(Public Acceptance：社会的
受容)の検討を主体として実施してきた。

5. 基本的考え方

(1) 将来予測手法の選択
　大久保ら(1998)は、岩盤工学や岩盤力学分野
での岩盤挙動の長期予測シミュレーションにお
いて、対象（となる岩盤）の性質を実測値とし
て得ることが困難な場合が多いことから、a)性
質を決定するためのシミュレーションを行い、
その後に b)将来予測のためのシミュレーション
を実施するケースが増えているとした。また、
a)と b)の組合せから 4 種類のシミュレーション
実施方法の概念図（図-3）を示している。
　ここで、シミュレーションの「対象の性質」
とは、岩盤の幾何学形状・岩盤の物性・境界条
件の 3つである。本研究で 1万年間の将来を予
測するにあたって、現在得られる幾何学形状・
物性値を用い、過去の変動から求めた境界条件
（具体的には最終間氷期段丘面の形成時期 12.5

万年前～現在までの垂直変位量から求めた 1万
年間の平均変位等）を用いている。つまり、現
在の形状の解析モデルに対して過去の変動傾向
を与えてシミュレーションしているが、次に示
す理由から、シミュレーション結果は将来 1万
年後を指しているとするものである。
　すなわち、シミュレーション結果が評価範囲
全体にわたって変動傾向（地域性と幅）を概ね
再現できていると判断した場合には、現時点で

得られる地質データの精度・密度の不十分性を
考慮すれば、a)性質を決定するシミュレーショ
ンとして「対象の性質の組合せ」を受け入れて
良いと考える。さらに、境界条件（平均変位）
が将来 1万年についても継続すると仮定したと

表-1　長期地質変動シミュレーション研究の実施工程

年　度 1991(H3) 1992(H4) 1993(H5) 1994(H6) 1995(H7) 1996(H8) 1997(H9) 1998(H10) 1999(H11)

1. 全体計画・準
備

2. 地質データ
の調査・解析

3. 地質変動シ
ミュレーシ
ョンコード
の検討

4. CG画像化の
検討

5. 地質データ
ベースの作
成

6. 総合評価
（PAの検討※）

全体計画立案 最終成果の整理全体計画見直し

兵庫県南部地震データ収集コア物性試験データ収集

地表変動要因の検討（定量化手法含む）

地質構造・物性構造モデルの作成、シミュレーション結果の評価・検証

単一断層モデル
の検討

事例地域の選定・
地質データ収集

PA用 CD-ROMPA事例検討

最終報告会中間報告会

フォーマット、検索・表示コード作成、データ入力

データベース仕様検討・選定 インターネット対応データベースシステムの作成

3次元領域区分解析手法検討同(AVS)画像化コード作成(I-DEAS)

表示コードの検討（アニメーションの検討を含む）画像化支援ツール(FACE)作成CG画像化の表現・仕様検討

成果のとりまとめ基本仕様検討 断層の進展の検討、岩盤への水・熱の影響検討（文献）

シミュレーションコードの作成・改良（2・3次元）

地質変動シミュレーション （パラメータスタディ、2・3次元）

※PA : Public Acceptance（社会的受容）、ここでは放射性廃棄物処分場の立地に係わる地質の安定性解析手法・結果の社会
的受容を指している。

time0

time0

time0

3

2

1

time0

4

b) 予想のためのｼﾐｭﾚｰｼｮﾝ 
a) 性質を決定するためのｼﾐｭﾚｰｼｮﾝ 

①時刻0より計算、②破線部分は性質を決定する
ための計算、③過去より時刻0までは、性質を決
定するために計算、④ 現時点より過去に向かっ
てまず計算し性質を決める。 

図-3　岩盤挙動シミュレーションの実施方法の
概念図（大久保ら、1998）
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き（地質学的に確度が高い場合）には、決定さ
れた「対象の性質」を用いて現在の幾何学形状
から出発したシミュレーションは、b)予想のた
めのシミュレーション結果（ここでは将来 1万
年後のシミュレーション結果）として受け入れ
て良いと考える。
　シミュレーションを過去の幾何学形状を復元
して開始できれば問題はないが、現時点では形
状復元できるだけの地質データの精度は得られ
ないので困難である。以上の制約・仮定を踏ま
えれば、本研究で実施したシミュレーション結
果は、図-3に示した方法のうちの③にあたる。
　次に、田中ら（1996）は、将来的な地質変動
予測手法を 4つ（確率論による方法、外挿によ
る方法、類推による方法、モデルによる方法）
に整理している（表-2）。本研究では、図-4に
示したように、解析対象期間（1 万年）につい
ては、過去～現在～未来にわたって応力場の変
化がなく、地質変動が線形的であると仮定した。

その上で、過去の地質変動データから境界条件
等を設定し（図-4 の tp～t0）、地質変動メカニ
ズムに基づき将来変動予測(t0～tf)を数値解析で
行っているので、「外挿による手法」と「モデ
ルによる手法」の併用を特徴としている。ちな
みに、本研究で扱った地質変動現象は、隆起・
沈降現象と断層活動であり、田中ら(1996)の分
類で、それぞれ「持続的な変動」と「発生は間
欠的であるが、長期的には変動速度で説明され
る現象」の 2つで、いずれも線形的な変動とし
て扱うことが可能である。

(2) 事例地域の選定
　事例地域は、シミュレーション結果を検証し
やすい場所を選定する方針に基づき、断層や褶
曲等の活発な地質変動が調査されており、地質
データが多数蓄積されている次の 2地域に設定
した。
事例地域 1：東北地方の仙岩地域中心（地熱

表-2　将来予測手法の分類と事例（田中ら,1996 を基に作成）

将来予測手法 確率論による手法 外挿による手法 類推による手法 モデルによる手法

手法の考え方
と

留意事項

変動発生の可能性
を数量的に見積も
り、発生確率を予測
する方法。高精度の
発生データ集積要
す。

将来の変動傾向が
現在と変わらない
という前提で将来
に延長・予測する方
法。現象の変動特性
把握が重要。

対象現象の類似現
象のデータから、将
来の変動を類推す
る手法。

現象のメカニズム
の概念モデルを構
築して、数値解析に
よって将来の変動
を予測する手法。

事　　例

・日雨量予測
・気象予報

・土木構造物強度
・材料強度
・地質変動：本研究

・ナチュラルアナ
ログ

・火山災害予測

・気候温暖化の予
測
・流体移動（津波
等）
・地質変動：本研究

( t p) (t o) ( t f )

地
質
変
動 

時 　間 

地質変動の推移 

現在 

予測可能期間 
（ １ 万 年） 

地質デ ータ 取得期間 
(12.5万年以上 )

図-4　地質変動の線形区間と将来予測可能期間（RWMC，1999-1 に加筆）
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地域、物探、深層ボーリングデ
ータ等が豊富）

事例地域 2：近畿地方の淡路－六甲地域中心
（測地データ、深層ボーリングデ
ータ等が豊富）

6. 長期地質変動シミュレーションの研究事例
（東北地方・近畿地方）

(1) 事例地域での地質変動シミュレーション結果
の概要
　表-3には、事例地域（東北・近畿）で実施し
た長期地質変動シミュレーションの概要を、デ
ータ収集から検証までの実施フローに沿って、
採用したシミュレーション結果を中心に整理し

た。
　活断層に関して見れば、東北では断層なしモ
デルで 2次元解析した結果として活断層分布の
必然性を示すことができ、近畿では断層ありモ
デルで 3次元解析し、断層に挟まれたブロック
の 1万年間の相対変動を、それぞれの事例で示
すことができた。また、それぞれの地質構造に
応じた解析モデルの設定や、変動特性やモデル
のスケールに応じた検証パラメータの設定と、
これに整合する結果を得ることができた。
　これらから、長期地質変動シミュレーション
手法として、モデル作成手順や評価手法につい
ても、後述するように多くの課題を抱えている
ものの、概ねその基礎は確立できたものと考え
ている。

表-3(1)　事例地域での長期地質変動シミュレーション結果（広域・中域スケール、RWMC,1999-1）
（続く）

事例地域 東北（仙岩地域） 近畿（淡路－六甲地域）

地質構造 ・上部は新第 3紀火山岩類、下部は花崗岩類の 2
層構造。
・東西圧縮の応力場（逆断層型）
・南北配列の地質構造。
・地熱地帯で熱構造変形が特徴。

・上部は第 4紀堆積層、下部は花崗岩類の 2層構
造。
・東西圧縮の応力場（横ずれ型）
・横ずれ型活断層群による地質構造ブロックが
特徴。

モデルのスケール ・広域スケール：150km×30km
・中域スケール：60×30km

・広域スケール：200km×200km×20km
・中域スケール：100×90×20km

シミュレーション
手法

・2次元断面解析（断層なしモデル）
・FEM粘弾性解析（上部は弾性体、下部は粘弾性
体）

・3次元解析（断層ありモデル）
・FEM弾性解析

幾何学形状
（データ）

・地表地質平面図、断面図、ボーリング柱状図、
速度構造図、重力探査データ、キュリー点深度
分布図

・地表地質平面図、断面図、ボーリング柱状図、
活断層分布図、地震探査データ、重力探査デー
タ、震源分布図

岩盤物性等 【岩盤物性】
・密度／ポアソン比
上部弾性体　：2.3-2.7／0.30, 0.23、
下部粘弾性体：3.0   ／0.35, 0.4
・弾性係数(E0 ; E1)
上部弾性体　：2000, 8000
下部粘弾性体：0 ; 5000, 0 ; 3000
・熱構造解析

【岩盤物性】
・密度／ポアソン比：表層
上部：2.0-2.2／0.25-0.35
下部：2.6　 ／0.25
・弾性係数 (E)
上部：200
下部：10000

【断層物性】
・活動度の活発な断層：せん断ばね Ks=10-6, 面直

ばね
Kn=1000 (MN/m)

・活動度のやや活発な断層：Ks=10-4, Kn=1000
(MN/m)

　
シ
ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン
対
象
の
性
質

境界条件 ・強制変位（接点変位）
・（側方）歪み速度 10-14/secを採用し、強制変位
量に換算(480m/1万年)。解析モデル両側（東西）
に 240mずつ配分。
・（底面）水平ローラー
・断層運動を 1000年を 1ステップとして 10回与
えた。
・粘弾性体部の応力緩和時間を 3000年とした。

・強制変位
・外力を、1ステップ 1万年分を強制変位で一方
から与えた。
・（側方）水平方向 300m/1万年の強制変位、お
よびせん断方向 15m/1万年の強制変位（水平方
向の 5%）
・（底面）底面ばね：1.0, 0.1 (MN/m)の 2種類

検証パラメータ ①せん断応力集中域の位置と形状
②脊梁部と周辺部の地表垂直変位量（10-30m/1
万年）
③地表水平変位量（GPS：100-200m/1万年）及び
三角点測量データ。

①大阪ブロック構造の水平・垂直変位（右横ずれ
によるブロックの回転と沈降傾向）と変位量
（水平：3～8m/1万年、垂直：-1～--4m/1万年）
②水平主応力方向
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表-3(2)　事例地域での長期地質変動シミュレーション結果（広域・中域スケール、RWMC,1999-1）
（続き）

事例地域 東北（仙岩地域） 近畿（淡路－六甲地域）

モデル化 ・既存地質断面図、3次元重力解析による基盤震
度、キュリー点深度、深部速度構造データによ
り作成。
・物性により 4層構造に区分（上位 2層：弾性体、
下部 2層：粘弾性体）。

・3次元地質図から、重力密度解析構造解析、地
山区分（電研式岩盤分類）に対応する物性値設
定
・断層活動度の断層面への物性値への割り当て
・物性により 2層構造に区分し、断層物性との組
合せた 3次元物性構造モデル化

検証結果 ①せん断応力集中域を断層破砕帯と考えれば、活
断層位置とほぼ一致（深部形状の底角化は最近
の理論に整合）。
②脊梁部の上昇量 18m/1万年はほぼ一致。波状褶
曲構造が生じ、実変動に近い挙動。
年間ひずみ量 3×10-7は三角点測量の年換算値と
一致。換算強制変位量 240mは、GPSデータと一
致。

①沈降範囲をよく再現し、変位量（水平：2.8～
4.7m, 垂直：-1～-6m/1 万年）で実際の変位と
よく一致した。
②原位置測定の精度を考慮すると、定性的には整
合。

得られた知見 ・層境界の幾何学形状のモデル化精度に解析結
果は左右される。
・層構造の粘弾性体の弾性係数 E0を 0 とした方
が実現象に整合的挙動を示す。
・2 次元解析でのせん断応力集中域を活断層(2-

4km 幅)と考えると、これを除いた安定範囲(3-
10km幅)を解析的に示せる可能性がある。
・地下深部のマグマ溜まりによる熱構造を加味
した物性値設定で、脊梁部の隆起傾向が助長さ
れることが示された。

・変位量の大きい活断層の屈曲部に、最大せん断
応力・歪みが集中する。これらは、断層の傾斜
とは関係ないように見える。
・地質構造の安定性指標として、最大せん断応
力・歪み集中域、圧縮応力集中域を使える可能
性がある。
・荷重条件として、荷重を直接与えた場合より
も、強制変位の方が評価範囲全体の変形傾向と
応力の伝達を実現象に近い形で表現できる。
・断層周辺の破砕帯の物性を評価した物性条件
の方が、活断層に囲まれたブロック間の相対変
位をよく表現する。

今後の課題 ・解析メッシュサイズの最適化と解釈精度の整
合
・変位量の絶対値の評価手法（安定／非安定の閾
値設定）

・地下深部の応力や変位データの取得
・解析モデルの違いが解析結果に与える影響把
握
・安定／非安定の閾値設定

(2) 東北地方でのシミュレーション結果の画像化
　図-5には、東北地方での 1万年間の地質変動
シミュレーションの結果を、時間の経過ととも
に 4ステップに分けて示した。図の下半部の粘
弾性体上面の凸形状が時間とともに成長し、そ
れに応じて上部の弾性体の層に変形によるせん
断応力が蓄積されていく様子が、よく分かる。
　また、図-6には（表-3で説明した）せん断応力

集中域を地質学的な判断で断層破砕帯としてつな
ぐことによって、地表に露出している実際の活断
層と位置・形状がよく一致することを示している。
しかも断層の深部形状は、地震探査結果と同じよ
うに地下深部へゆくにつれて低角の断層へと変化
して行く点も、表現できていると見なせる。
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図-6　長期地質変動シミュレーション結果の
解釈例（東北地方、仙岩地域）

17

 

T=0年 

T=4,000年 

T=7,000年 

T=10,000年 

(Kgf/m2)

中域モデルの解析結果(3)

変形域の成長 
（時系列変化） 
CASE 4：せん断応力 

中域モデル 

図-5　長期地質変動シミュレーション結果例
（東北地方、2 次元粘弾性解析結果、1
万年後までの変形増大分の予測）



●7777

(3) 近畿地方でのシミュレーション結果の画像化
　図-7には、近畿地方の 3次元弾性解析結果の
うち、大阪湾を中心とする広域スケールでの大
阪ブロックの沈降についての、パラメータスタ
ディ結果を示した。境界条件であるモデル底面
のバネの剛性とブロック境界の活断層群のせん
断ばね剛性のパラメータのバランスを、地質学
的な知見の許す範囲で変化させることにより、
最終的に右側の大阪ブロックのみが沈降域とな
る結果（沈降量は最大で-0.6m/1000年、1万年
で 6m の沈降でオーダーとして測定データと整
合している）を得ることができた。
　また、図-8にはその大阪ブロックを中心とす
る中域スケールのシミュレーション結果のうち、
活断層近傍の水平・垂直変位量（m/1000年）を
検証した結果である。図の右側には測定データ
が示されており、既知の断層の水平変位量（ハ
コ囲みしていない数字）の実測値 0.4m, 0.8m,

0.8m に対して、シミュレーション結果では 0.2

～0.9mの値が得られており、深さ 20kmまでを
モデル化して実施した地質変動シミュレーショ

ン結果としては、精度の高い検証結果になって
いると考える。

7. まとめ

　これまでに得られた研究成果は、下記の 3点に
要約される。

① 解析・評価手法の確立
a)地質構造・変動を比較的単純な力学的モデル
で表現し、FEM解析コードを用いたシミュレ
ーションのパラメータスタディにより、地質
データから得られた変動傾向を定性的に再現
できた。

b) 1 万年間の地質変動は、シミュレーション可
能であることを示した。

② FEM解析コード（シミュレーション・コード）
の作成

a)長期地質変動シミュレーションコード（FEM

解析）のプロトタイプを作成した。
③ CG画像化コードの作成

a) 長期地質変動シミュレーションのモデル作
成・結果表示の CG画像化システムを開発した。

8. 今後の課題

　この 9カ年の研究により、長期地質変動シミュ
レーション技術の考え方・手法（ツール）の基礎
ができた。今後は、長期地質変動予測ツールとし
ての確度を高めるために、より現象の発生メカニ
ズムに基づいた合理的な手法を練り上げ、計算・
予測することを目指す必要がある。
　そのためには、適用事例を増やして処分サイト
の長期地質変動予測ツールとしての信頼度を高め
るとともに、サイト選定に資する活断層周辺の安
定／非安定の基準・範囲設定の検討ツールを目指
し、適用場面を想定した技術全体の指向の明確化
と各部分での精度向上が求められる。具体的に、
各部分の主要な課題として、ここでは触れなかっ
た CG画像化を含めて、以下のものが挙げられる。

(1) 地質データ精度に関わる課題
1)実測や実験を通じた地下深部岩盤の物性値の
取得

2)地質現象・変動ストーリーに整合する物性パ
ラメータ設定の精度向上（長期的な岩盤応力
緩和や強度推移を含む）

3)深部岩盤の地質情報データベースの汎用化
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図-8　長期地質変動シミュレーション結果の
検証例（近畿地方、3次元弾性解析、
水平・垂直変位量）

①底面分布バネの剛性：軟 
②断層のせん断剛性　：硬 

検証 ： 沈降域及び 量 

　①：硬 
　②：軟 
(採用・検証 )

①：硬 
②：硬 

図-7　地質変動シミュレーションのパラメータ
スタディ実施例（近畿地方、3次元弾性解析）
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(2) シミュレーション実施に関わる課題
1)解析モデル作成法の効率化・合理化による解
析時間の短縮

2)解析モデルの相違がシミュレーション結果に
与える影響の把握

(3) シミュレーション結果の評価・検証に関わる
課題

1)過去の地質変動記録の時間的・空間的精度の
向上（検証パラメータの精度向上）

2)地質の長期安定性評価基準（最大せん断歪み
や応力集中域採用の妥当性）の検討

3)活断層の活動影響範囲の設定と検証への取り
組み

(4) CG 画像化に関わる課題
1)深部岩盤の幾何学形状（断層・岩脈等）の効
率的な推定（3次元領域区分解析の効率化）

　また、本研究では「PAの検討」の最終成果とし
て、予備知識のない一般の方（中・高生以上）に
も成果内容を理解してもらえるよう、キャラクタ
ーや CG動画も多用した PA用 CD-ROMを制作し
た（2000年 4月から配布予定、図-9）。これとと
もに、研究成果全体については、今年度作成する
総括報告書にとりまとめ、公開・外部発表を積極
的に行う予定である。

（田代寿春）
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